






















待機している状態といわれている(2)。 しかし， 注意しておかなければならないのは， I社会的
入院」の実態が十分に把握されているわけではなく，この用語に明確な定義が与えられている











































































































事 項 4年度予算 5年度予算 6年度予算 整備目標cl1年度)
1 在宅福祉対策の緊急整備
(1)ホームヘルパー(訪問し介護在行う者)の 46.405人 52.405人 59.005人 100.000人
充実 (+ 5.50人) (+ 6.00人) (+ 6.60人)
(2)ショートステイ (特別養護老人ホー ム等に短 15.674人 19.674人 24.274人 50.000床
期滞在する事業)の充実 (+ 4.00床) (+ 4.00床) (+ 4.60床)
(3)デイサービス(日帰りで介護サービスを受け 3.480か所 4.330か所 5.180か所 10.000 ;か所
る事業)の充実 (+ 850か所) (+ 850か所〉 (+ 850か所)
(4)在宅介護支援センターの充実 1.200か所 1.800か所 2.40か所 10.000 ;か所
(+ 50か所) (+ 50か所) (+ 60か所)
(5) I住みよい福祉のまちづくり事業」の推 150市町村 150市町村 100市町村




①機能訓練を行う場の確保 4.988か所 5.213か所 5.428か所
(+ 215か所) (+ 215か所) (+ 215か所)
②機能訓練会場への送迎のためのリフト 1.502台 215台 215台
付パスの配備
(2)脳卒中情報システムの整備 15県 15県 15県




(1)特別養護老人ホームの整備 192.019床 202，019床 212.019床
(十 10.00床) (+ 10.00床) (+ 10.00床)
(2)老人保健施設の整備 91.811床 113.811床 139.811床 280.000床
( + 2.00床) ( + 2.00床) ( + 26.00床)
(3)軽費老人ホーム(ケアハアス)の整備 9.700人 16.700人 23.700人 100.000人
(+ 5.00人) (+ 7.00人) (+ 7.00人〕
(4)高齢者生活福祉センターの整備 120か所 160か所 200か所 400か所
(+ 40か所) (+ 40か所) (+ 40か所)
5.高齢者の生きがい対策の推進 47県 47県 47県
(1) I明るい長寿社会づくり推進機構」の設置
(2) I高齢者の生きがいと健康づくり推進モ 305市町村 306市町村 306市町村
デノレ事業」 (新規 153市町村) (新規 153市町村) (新規 153市町村)
6.長寿科学研究の推進
(1)長寿科学医療体制確立のための園立病院 509百万円 2.332百万円 2.936百万円
施設の整備
(2)長寿科学総合研究経費 1.654百万円 1.785百万円 1.898百万円
7.高齢者のための総合的な福祉施設の整備




①福祉人材センターの設置 (十 17か所) (十 15か所) 47か所
②福祉人材パンク事業の推進 95か所 95か所 95か所
(2)存宅福祉サービス推進等事業 1.000百万円 1.000百万円 1.000百万円
(3)介護実習・普及センターの設置 7か所 14か所 21か所

















































































































































































































































































































































































































































(2) 児島美都子監修『高齢者福祉Q&AJ中央法規， 1994年， 146ページ
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会， 1993年)20ページ
(8) 二木立『複眼でみる 90年代の医療』勤草書房， 1991年， 130 -131ページ






(12) 武田宏「地域保健・福祉計画と地方自治一市町村老人福祉計画の行財政を中心として J (W総合
社会福祉研究』第4号，総合社会福祉研究所， 1992年)， 37ページ
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(3) 厚生省老人保健福祉局老人保健福祉計画課長(都道府県， 指定都市民生主管部局長あて) I平成
6年度居宅介護等事業費補助金等の内示についてJ(老計11号)1994年8月31日付
(34) 池上惇『地方財政論』同文館.1989年.37ページ
(35) 武田宏「高齢者福祉改革と措置制度Jcr総合社会福祉研究』総合社会福祉研究所，第7号. 1994 
年).45 -46ページ。このほかに社会福祉とナショナル・ミニマムについては，河野正輝『社会福
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社会学部論集
祉の権利構造』有斐閣.194年，太田貞司『在宅ケアの条件(前掲)Jを参照。なお，保育制度や
高齢者福祉制度で具体化しはじめている措置制度改革(解体)は，福祉問題をかかえる住民への施
設サービス提供と措置費についての公的責任を解体するものであり， ひいては在宅福祉への公的責
任をも解除し， ナショナル・ミニマム形成を困難にし，結局は住民にとってプラスにはならないと
考える。また，措置制度を，一方的な行政判断による手続きという形式だけでとらえ申請者の選択
権が無視されると批判する論者も見受けられるが， それは国民の権利性や財政責任といった措置制
度の全体構造をふまえた意見ではなく，措置制度の運用によって解決可能であり，措置制度解体の
積極的理由とはなり得ないと考える。措置制度については回村和之 r保育所行政の法律問題』動草
書房.1981年及び成瀬龍夫，小沢修司，武田宏.山本隆r福祉改革と福祉補助金』ミネルヴァ書房，
1989年を参照されたい。
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